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介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る契約書 

 

                様（以下「利用者」と略します。）と社会福祉法人浦和福祉会スマイルハウス

浦和（以下「施設」と略します。）は、施設が運営するさいたま市浦和区東部圏域地域包括支援セ

ンタースマイルハウス浦和において提供する、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントについ

て、以下のとおり契約を締結します。 

 

（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの目的） 

第１条 施設は、介護保険法等の関係法令等に従い、利用者に対し、可能な限り居宅においてその有

する能力に応じて、自立した日常生活を営むために必要な介護予防サービス等が適切に利用できるよ

う、利用者の選択に基づいて介護予防サービス・支援計画書を作成するとともに、当該計画に基づい

て適切な介護予防サービス等の提供が確保されるよう、サービス事業者及び関係機関等との連絡調整

その他の便宜を提供します。 

 

（契約期間） 

第２条 契約期間は、    年   月   日から利用者の要介護認定の有効期間満了日までとします。 

ただし、契約期間満了日以前に利用者が要介護（又は要支援）状態区分の変更の認定を受け、認定

有効期間の満了日が更新された場合には、変更後の要介護（又は要支援）認定有効期間満了日までと

します。 

２ 上記契約期間満了日までに利用者から契約更新しない旨の申し出がない場合、本契約は自動的に

更新されるものとします。 

 

（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの担当職員） 

第３条 施設は、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの担当職員（以下「担当職員」という。）

として、保健師その他介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに関する知識を有する職員を選

任し、適切な介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに努めます。 

２  施設は、前項の担当職員を選任し、又は変更する場合には、利用者の状況とその意向に配慮して行

い、施設側の事情により担当職員を変更する場合には、あらかじめ利用者に連絡します。 

３  施設は、担当職員に対し、専門職として常に利用者の立場に立ち、誠意をもってその職務を遂行す

るよう指導するとともに、必要な対応を行います。 

 

（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供方法、内容等） 

第４条 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供方法、内容等は、次の各号に定めるとおり

とします。 

（１）介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに関する相談 

利用者の居宅又は施設の事業所内又は委託事業者の事業所内において、利用者からの相談に応じ

ます。 

（２）介護予防サービス・支援計画書の作成 

①  担当職員は、利用者に対して介護予防サービス・支援計画書を作成します。 

② 介護予防サービス・支援計画書の作成開始に当たっては、利用者によるサービスの選択に資す

るよう、当該地域における介護予防サービス事業者等に関するサービス及び住民による自発
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的な活動によるサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供

します。 

③ 介護予防サービス・支援計画書の作成に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその

家族に面接して、利用者の有している生活機能や健康状態、置かれている環境等を把握した上

で、利用者の日常生活の状況を把握し、利用者及び家族の意欲及び意向を踏まえて、生活機能

の低下の原因を含む利用者が現に抱える問題点を明らかにするとともに、介護予防の効果を

最大限に発揮し、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援すべき総合的な

課題を把握します。 

④ 利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果、利用者が目標とする生活、専門的観

点からの目標と具体策、利用者及びその家族の意向、それらを踏まえた具体的な目標、その目

標を達成するための支援の留意点、利用者、介護予防サービス事業者等、自発的な活動による

サービスを提供する者等が目標を達成するために行うべき支援内容並びにその期間等を記載

した介護予防サービス・支援計画書の原案を作成します。 

  ⑤ サービス担当者会議を開催し、利用者の状況等に関する情報をそれぞれのサービス担当者と

共有するとともに、介護予防サービス・支援計画書原案の内容について、担当者の専門的な見

地からの意見を求めます。 

⑥ 作成された介護予防サービス・支援計画書原案の内容について利用者及びその家族に対して

説明し、文書により利用者の同意を得ます。 

（３）介護予防サービス・支援計画書の実施状況の継続的な把握、評価 

① 介護予防サービス・支援計画書作成後においても、介護予防サービス・支援計画書の実施状況

の及び利用者の状況の把握を行い、必要に応じて、介護予防サービス・支援計画書の変更、介

護予防サービス事業者等との連絡調整等を行います。 

② 介護予防サービス・支援計画書に位置付けた期間が終了するときは、当該計画の目標の達成状

況について評価を行います。 

（４）利用者の居宅への訪問 

モニタリング等を行うために、次のいずれかに該当する場合には原則、利用者の居宅を訪問し面接

します。 

なお、利用者の居宅を訪問しない月においては、介護予防サービス事業者等を訪問する等の方法に

より、可能な限り利用者に面接するように努めるとともに、面接ができない場合にあっては、電話

等により利用者と連絡を取り、利用者の状況把握を行います。 

① アセスメント実施時 

 ② 介護予防サービス等提供開始月の翌月から起算して３月に１回 

 ③ 介護予防サービス等の評価期間が終了する月 

 ④ 利用者の状況に著しい変化があったとき 

 

（介護予防サービス・支援計画書の変更等） 

第５条  施設は、利用者が介護予防サービス・支援計画書の変更を希望する場合には、速やかに自立し

た日常生活に向けての検討を行い、必要に応じて介護予防サービス・支援計画書の変更に向けた手続

きをするとともに、これに基づき介護予防サービス等が円滑に提供されるようサービス事業者等へ

の連絡調整等を行います。 

２ 施設は、利用者が介護予防サービス・支援計画書の範囲内でサービス内容等の変更を希望する場
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合には、速やかにサービス事業者への連絡調整等を行います。 

 

（利用料） 

第６条 施設の提供した介護予防支援の利用料については、介護保険制度によって、施設に対して全額

の給付が行われるため、原則として利用者に対する利用料の自己負担はありません。 

２ 前項の規定に関わらず、利用者が介護保険料を滞納している場合は、この限りではありません。 

３ 介護予防ケアマネジメントについては、利用者に対する利用料の自己負担はありません。 

４ 担当職員もしくは業務委託先居宅介護支援事業者の介護支援専門員が、通常の事業の実施地域以

外に訪問・出張する場合であっても、その交通費の支払いを求めることはありません。 

 

（利用者の解約権） 

第７条 利用者は、７日以上の予告期間を設けることにより、事業者に対しいつでもこの契約

の解約を申し出ることができます。この場合、予告期間満了日に契約は解約されます。 

２ 利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の規定にかかわらず、予告期間を

設けることなく直ちにこの契約を解約できます。 

（１）施設が、正当な理由なく本契約に定めるサービスを提供せず、利用者の請求にもかか

わらず、これを提供しようとしない場合 

（２）施設が、第１１条に定める守秘義務に違反した場合 

（３）施設が、利用者の身体・財産・名誉等を傷つけ、または著しい不信行為を行うなど、本

契約を継続しがたい重大な事由が認められる場合 

 

（施設の解約権） 

第８条 施設は、次の各号のいずれかに該当する場合は、文書により２週間以上の予告期間をもって、

この契約を解約することができます。 

２ 利用者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、施設の再三の申し入れにもか

かわらず改善の見込みがなく、本契約の目的を達することが著しく困難となった場合 

 

（契約の終了） 

第９条 次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約は終了します。 

（１）第２条第２項に基づき、利用者から契約更新しない旨の申し出があり、契約期間が満了した

場合 

（２）第７条第１項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了した場合 

（３）第７条第２項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされた場合 

（４）第８条に基づき、施設から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了した場合 

（５）利用者が介護保険施設へ入所した場合 

（６）利用者が（介護予防）特定施設入居者生活介護又は（介護予防）認知症対応型共同生活介護

若しくは地域密着型特定施設入居者生活介護を受けることとなった場合（（介護予防）居宅療

養管理指導を除く指定居宅サービスの契約の場合） 

（７）利用者が（介護予防）小規模多機能型居宅介護を受けることとなった場合（訪問看護、訪問

リハビリテーション、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与を除く指定居宅サービスの契約の

場合） 
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（８）利用者が看護小規模多機能型居宅介護を受けることとなった場合（訪問リハビリテーション、

居宅療養管理指導及び福祉用具貸与を除く指定居宅サービスの契約の場合） 

（９）利用者の要介護状態区分が自立、もしくは要介護となった場合 

（１０）利用者が死亡した場合 

（１１）利用者が施設の管轄する圏域外へ転出（住所変更）した場合 

２ 利用者が医療施設等に入院（所）し、又は要支援認定が受けられなかったこと等により、相当期

間以上にわたり、この契約が目的とするサービスの利用が困難となった場合には、この契約は終了

するものとします。この場合には、施設は利用者に対し速やかにその旨を通知するものとします。 

３  施設は、この契約が終了する場合で、必要があると認められるときは、利用者が指定する居宅介

護支援事業者、他の指定介護予防支援事業者及び地域包括支援センター、並びに医療機関等の関係

機関への関係記録の写しの引き継ぎ等の調整を行うものとします。 

 

（損害賠償） 

第１０条 施設は、サービスの提供にあたり、利用者又は利用者の家族の生命・身体・財産に損害が

発生した場合は、速やかに利用者又は利用者の家族に対して損害を賠償します。ただし、当該損害

について施設の責任を問えない場合はこの限りではありません。 

２ 前項の義務履行を確保するため、施設は損害賠償保険に加入します。 

３ 利用者又は利用者の家族に重大な過失がある場合、賠償額を減額することができます。 

 

（守秘義務） 

第１１条 施設及び施設の従業者は、サービスの提供にあたって知り得た利用者又は利用者の家族の秘

密及び個人情報について、正当な理由がない限り、契約中及び契約終了後においても、第三者には

漏らしません。 

２ 施設は、施設の従業員が退職後、在職中に知り得た利用者又は利用者の家族の秘密及び個人情報を

漏らすことがないよう必要な処置を講じます。 

３ 施設は、利用者及び利用者の家族の個人情報について、介護保険法第２３条に基づくもののほか、

利用者の介護予防サービス計画又は介護予防ケアプラン立案のためのサービス担当者会議並びに介

護支援専門員又は介護予防サービス施設との連絡調整において必要な場合に限り、必要最小限の範

囲内で使用します。 

４ 第１項の規定にかかわらず、施設は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する

法律（平成 17 年法律 124 号）に定める通報ができるものとし、その場合、施設は守秘義務違反の

責任を負わないものとします。 

 

（苦情処理） 

第１２条 利用者又は利用者の家族は、提供されたサービスに苦情がある場合は、「契約書別紙（兼重

要事項説明書）」に記載された施設の相談窓口及び関係機関に対して、いつでも苦情を申し立てるこ

とができます。 

２ 施設は、提供したサービスについて、利用者又は利用者の家族から苦情の申し出があった場合は、

迅速かつ適切に対処し、サービスの向上及び改善に努めます。 

３ 施設は、利用者が苦情申立を行った場合、これを理由としていかなる不利益な扱いもいたしませ

ん。 
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（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの記録及び保存）   

第１３条 施設は、利用者との合意のもとで介護予防サービス・支援計画書を作成して、利用者にそ

の写しを交付します。 

２ 施設は、定期的に、介護予防サービス・支援計画書に記載したサービス提供の目標等の達成状況等

を評価し、その結果を介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント経過記録等の書面に記載すると

ともに、介護予防サービス・支援計画書の変更が生ずる場合は、必要に応じて介護予防サービス・支

援計画書を追記・修正し、利用者に説明のうえ、その写しを交付します。 

３ 施設は、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント経過記録等の完結の日から５年間これを保

存し、利用者の求めに応じて閲覧に供し、その写しを交付します。 

 

（居宅介護支援事業者による介護予防サービス・支援計画書原案作成）  

第１４条 利用者が、居宅介護支援事業者による介護予防サービス・支援計画書原案作成を希望され

る場合は、申込の際に施設に申し出ることとします。 

２ 施設は、利用者から前項の希望が出された場合は、手続き等について説明及び情報提供するとと

もに、当該居宅介護支援事業者や関係機関と調整を図ります。 

３ 利用者は、介護予防サービス・支援計画書原案作成などの居宅介護支援事業者の業務に積極的に

協力することとします。 

４ 居宅介護支援事業者は、本契約の趣旨を尊重して、介護予防サービス・支援計画書原案作成の業

務に従事することとします。 

５ 施設は、居宅介護支援事業者が作成した介護予防サービス・支援計画書原案に関する最終責任を

負うものとします。 

 

（その他）       

第１５条 施設は、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの実施に際して利用者のけがや体調

の急変があった場合には、医師や家族への連絡その他適切な措置を迅速に行います。 

 

（契約外条項） 

第１６条 本契約に定めのない事項については、介護保険法その他関係法令の定めるところを尊重し、

利用者及び施設の協議により定めます。 

 

（合意管轄） 

第１７条 本契約に関して訴訟の必要が生じたときは、本施設の所在地を管轄する地方裁判所を

第一審管轄裁判所とします。 

 

以上のとおり、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの契約に関する契約を締結しま

す。上記契約を証明するため、本書２通を作成し、利用者及び施設の双方が署名、または記

名・押印の上、それぞれ１部ずつ保有します。 
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契約締結日    令和  年  月  日 

（利用者） 私は、この契約内容に同意し、サービスの利用を申し込みます。 

利 用 者 住 所 

氏 名                   

（代理人） 私は、利用者本人の契約の意思を確認の上、本人に代わり上記署名を行いまし

た。 

署名代行者 住 所 

氏 名                  

本人との続柄 

（施 設） 私は、利用者の申込みを受諾し、この契約書に定める各種サービスを、誠実に責

任をもって行います。 

住 所     埼玉県さいたま市浦和区領家 4-13-3 

施設（施設名） 社会福祉法人浦和福祉会スマイルハウス浦和 

        さいたま市浦和区東部圏域地域包括支援センター 

スマイルハウス浦和 

代表者職・氏名 管理者 川北 隆     

 

 

（業務委託先居宅介護支援事業者）   事業者名                                     

 

事業所名 

 

担当ケアマネジャー                             

 

※ 居宅介護支援事業者欄は、居宅介護支援事業者による介護予防サービス・支援計画書原案の作成

を希望された場合（契約の代行を含む）のみ記入 



1 

 

（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント）契約書別紙（兼重要事項
説明書） 

 
あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている介護予防支援及び介護予防ケアマネジ

メントについて、契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を、説明いたします。わか

らないこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

この「重要事項説明書」は、「さいたま市指定介護予防支援等の事業の人員、運営等の基準

等に関する条例（平成 26 年さいたま市条例第 88 号）」の規定に基づき、介護予防支援及び

介護予防ケアマネジメント提供の契約締結に際して、ご注意いただきたいことを説明するも

のです。 

 

１ 指定介護予防支援を提供する事業者について 

事 業 者 名 称 社会福祉法人 浦和福祉会 

代 表 者 氏 名 理事長 九里 秀一郎 

本 社 所 在 地 

（連絡先及び電話番号等） 

埼玉県さいたま市緑区大字大崎字北口２１６０番地 

（電話番号：048-878-2922・FAX 番号：048-878-2993） 

法人設立年月日 平成１０年１月１９日 

 

２ 利用者に対しての介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントを実施する事業所について 

(1) 事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 さいたま市浦和区東部圏域地域包括支援センタ―スマイルハウス浦和 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
１１０６５００２８１ 

事 業 所 所 在 地 埼玉県さいたま市浦和区領家４－１３－３  

連 絡 先 

相 談 担 当 者 名 

電話番号：048-813-7710 ・FAX 番号：048-813-7731 

川北 隆 

事業所の通常の 

事業の実施地域 

さいたま市浦和区東部圏域 

（領家、瀬ヶ崎、木崎、駒場、大東、大字三崎） 

 

(2) 事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

さいたま市浦和区東部圏域地域包括支援センタースマイルハウス浦和

（以下「事業所」という。）が行う指定介護予防支援事業（以下「事業」

という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事

項を定め、事業所の指定介護予防支援に関する知識を有する職員（以下

「担当職員」という。）が、要支援状態にある高齢者に対し、適正な指定

介護予防支援を提供することを目的とする。 

運 営 の 方 針 

１ 指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供に当たっ

ては、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生

活を営むことのできるように配慮して行う。 

２ 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の

選択に基づき、利用者の自立に向けて設定された目標を達成するた
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めに、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、当該目標を踏

まえ、多様な事業所から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮

して行う。 

３ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用

者に提供される指定介護予防サービス等が特定の種類又は特定の

介護予防サービス事業所若しくは地域密着型介護予防サービス事

業所に不当に偏することのないよう、公正中立に行うものとする。 

４ 市町村、地域包括支援センター、老人介護支援センター、指定居宅

介護支援事業者、他の指定介護予防支援事業者、介護保険施設、指

定特定相談支援事業所、住民による自発的な活動によるサービスを

含めた地域における様々な取組を行う者等との連携に努めるもの

とする。 

５ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行

うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるもの

とする。 

６ 介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行

うよう努めるものとする。 

７ 前６項のほか、「さいたま市指定介護予防支援等の事業の人員、運営

等の基準等に関する条例（平成 26 年 12 月 22 日条例第８８号）」

に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

(3) 事業所窓口の営業日及び営業時間 

 

(4) 事業所の職員体制 

職 職 務 内 容 人 員 数 

管理者 
従業者の管理及び業務の実施状況の把握その他の管

理を一元的に行います。 
常勤１名 

担当職員 

・保健師（あるいは在宅サービス経験のある看護師） 

・社会福祉士 

・主任介護支援専門員 

介護予防サービス・支援計画書作成等を行い、指定介

護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供に

あたります。 

常勤各１名以上 

 

 

 

 

 

営 業 日 
月曜日から土曜日までとする。 

ただし、１２月３０日から１月３日までを除く。 

営 業 時 間 午前９時００分から午後５時００分 
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(5) 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの内容、利用料について 

介護予防支援の内容 提供方法 
介護保険

適用有無 

利用料 

（月額） 

利用者負担額 

（介護保険適用の場合） 

① 介護予防サービス・支

援計画書の作成 

別紙に掲げる 

「介護予防支援

及び介護予防ケ

アマネジメント

業務の実施方法

等について」を

参照下さい。 

左の①～

⑧の内 容

は、介護予

防支援 の

一連の 業

務として、

介護保 険

または 介

護予防・日

常生活 支

援総合 事

業の対 象

となる も

のです。 

下記のとおり 介護保険または介護

予防・日常生活支援総

合事業適用となる場

合には、利用料を支払

う必要がありません。 

（全額介護保険等に

より負担されます。） 

② 介護予防サービス施設

等との連絡調整 

③ サービス実施状況把握 

④ 利用者状況の把握 

⑤ 給付管理 

⑥ 目標の達成状況に

ついての評価 

⑦ 要介護(支援)認定

申請に対する協

力、援助 

⑧ 相談業務 

※ ただし、保険料滞納により、支払い方法の変更処分を受けている場合については、いったん  

利用料 4,983 円（初回加算もしくは委託連携加算ありの場合は 8,375 円、初回加算及び委

託連携加算ありの場合は 11,757 円。）を施設に支払う必要があります。 

（上記の利用料については、介護報酬の改定に伴い変わることがあります。） 

※ 虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていない場合、高齢者虐待防止

措置未実施減算により、所定単位数の 100 分の 1 に相当する単位数が減算となります。 

※ 業務継続に向けての取り組みとして、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続

計画が未策定の場合、かつ、当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合、

所定単位数の 100 分の 1 に相当する単位数が減算となります。 

 

３ 利用者の居宅への訪問頻度の目安 

担当職員等が利用者の状況把握のため、利用者の居宅に訪問する頻度の目安 

利用者の要支援認定有効期間中、概ね 3 ヶ月に１回程度(３月に１回) 

※ ここに記載する訪問頻度の目安回数以外にも、利用者からの依頼や介護予防支援業務の遂行

に不可欠と認められる場合で利用者の承諾を得た場合には、施設が使用する保健師等の担当

職員、または計画原案作成等の委託を受けた居宅介護支援事業所に所属する介護支援専門員

（この説明書中で「担当職員等」と表記します。）は利用者の居宅を訪問することがありま

す。 

また、上記の訪問以外に、特段の事情がない限り、利用者に対する電話連絡を行います。（月  

１回程度） 

 

４ 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの実施等における留意事項 

(１)利用者宅への立入について 

施設が介護予防支援等の実施及び安全衛生等の管理上

必要があると認められる場合は、施設の使用する従業者が

利用者の居宅内に立ち入り、必要な措置をとる場合があり
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ます。 

ただし、その場合施設及びその使用する従業者は利用者

のプライバシー等の保護について、充分な配慮をしなけれ

ばならないものとします。 

(２)利用者の心身の状況等によ

り特段の配慮が必要な場合の

取り扱いについて 

利用者及びその家族と施設が、介護予防支援等の内容に

ついて介護保険法やその他の法令の定めるところに従い、

協議の上決定するものとします。 

(３)利用者が病院又は診療所に

入院する必要が生じた場合 

利用者が病院又は診療所に入院する必要が生じた場合

には、担当職員の氏名及び連絡先を入院先の病院又は診療

所に伝えるようお願いします。 

 

５ 秘密の保持と個人情報の保護について 

(１)利用者及びその家族に関する

秘密の保持について 

① 施設は、利用者又はその家族の個人情報について

「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省

が策定した「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守

し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」

という。）は、サービス提供をする上で知り得た利

用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三

者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供

契約が終了した後においても継続します。 

④ 施設は、従業者に、業務上知り得た利用者又はそ

の家族の秘密を保持させるため、従業者である期

間及び従業者でなくなった後においても、その秘

密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内

容とします。 

(２)個人情報の保護について 

① 施設は、利用者から予め文書で同意を得ない限

り、サービス担当者会議等において、利用者の個

人情報を用いません。また、利用者の家族の個人

情報についても、予め文書で同意を得ない限り、

サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情

報を用いません。 

② 施設は、利用者又はその家族に関する個人情報が

含まれる記録物（紙によるものの他、電磁的記録

を含む。）については、善良な管理者の注意をもっ

て管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防

止するものとします。 

③ 施設が管理する情報については、利用者の求めに

応じてその内容を開示することとし、開示の結

果、情報の訂正、追加または削除を求められた場
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合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必

要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に

際して複写料などが必要な場合は利用者の負担

となります。 

 

６ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供により事故が発生した

場合は、市町村、利用者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供により賠償すべ

き事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

【市町村（保険者）の窓口】 

さいたま市役所 健康福祉局 

長寿応援部/介護保険課 

所 在 地：さいたま市浦和区常盤６－４－４ 

電話番号：048-829-1264  (直通) 

FAX 番号：048-829-1981 (直通) 

受付時間：8:30～17:15 (土日祝は休み) 

【家族等緊急連絡先】 

氏  名：              続柄： 

 

住  所： 

 

電話番号： 

なお、施設は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

保険名 介護保険・社会福祉事業者総合保険 

補償の概要 賠償損害・費用損害 

 

７ 虐待の防止について 

施設は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げると

おり必要な措置を講じます。 

（1） 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 川北 隆 

（2） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周

知徹底を図っています。 

（3） 虐待防止のための指針の整備をしています。 

（4） 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による虐待を受

けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 

８ 記録の整備 

  指定介護予防支援事業者は、利用者に対する介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント

の提供に関する記録を整備し、サービス提供を終了した日から５年間保存します。 
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９ 衛生管理等 

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

（1） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむ

ね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。 

（2） 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

（3） 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

１０ 業務継続計画の策定等について 

(1) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する介護予防支援及び介護予防ケアマネ

ジメントの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るた

めの計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

(2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実  

施します。 

(3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１１ サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 苦情処理の体制及び手順 
① 提供したサービスに係る入所者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるため 

の窓口を設置します。 

（下表に記す【施設の窓口】のとおり）  

② 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとしま 

す。 

○ １ 利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置相談     

又は苦情に対する窓口として担当者を置く。なお、担当者が不在の場合には、基本   

的な事項については誰でも対応できるようにするとともに担当者に必ず引き継ぐ。 

○ ２ 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制 

(1) 苦情処理を行うための処理体制 

苦情処理の相談は担当者から管理者へ行う。 

(2) 苦情処理手順 

相談又は苦情の申し出があった場合は、管理者の指示により、以下のようにその

処理にあたる。 

① 担当者において対応可能な事項については、迅速な訪問等適切な対応により処 

理する。担当者に対する苦情等については、管理者が対応し、事実確認等を行い、

利用者へ説明するとともに必要な処置をとる。 

② 当事業所の提供したサービス内容(サービス計画等)に関する苦情等については、

担当者及び管理者により検討会議を開催し、その結果に基づいた対応をする。いず

れの場合でも、翌日までに具体的な対応する。 

③ 記録を台帳に保管し、再発防止に役立てる。 

○ ３ その他参考事項 

普段から苦情が出ないようなサービスを提供する。万が一、苦情が出た場合には、 

状況、原因を確認し再発を防止する対策を施す。 
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(2) 苦情申立の窓口 

【施設の窓口】 
（施設の担当部署・窓口の名称） 
苦情相談窓口 
個人情報相談窓口 

所 在 地：さいたま市浦和区領家 4-13-3 
担 当 者：川北 隆・木原 好広（個人情報相談） 
責 任 者：佐取 幸一郎 
電話番号：048-813-7710 
FAX 番号：048-813-7731 
受付時間：8:30～17:30 

【施設の窓口】  
（第三者委員）  

氏  名：山本 宏  
電話番号：048-813-7426  
氏  名：青山 隆治  
電話番号：048-866-9708  

【市町村（保険者）の窓口】 
さいたま市 介護保険課 
 
 
さいたま市浦和区高齢介護課 

所 在 地：さいたま市浦和区常盤 6-4-4 
電話番号：048-829-1265 (直通) 
FAX 番号：048-829-1981(直通) 
所 在 地：さいたま市浦和区常盤 6-4-4 
電話番号：048-829-6153 (直通) 
FAX 番号：048-829-6238 (直通) 

【公的団体の窓口】 
埼玉県国民健康保険団体連合会 

所 在 地 さいたま市中央区下落合１７０４ 
電話番号 048-824-2568 
受付時間 9:00～17:00（土日祝は休み） 

 
１２ 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 年   月   日 

 
上記内容について、「さいたま市指定介護予防支援等の事業の人員、運営等の基準等に関する

条例（平成 26 年さいたま市条例第 88 号）」の規定に基づき、利用者に説明を行いました。 

施 

設 

所 在 地 埼玉県さいたま市浦和区領家 4-13-3  

施 設 名 社会福祉法人浦和福祉会 スマイルハウス浦和 

代 表 者 名 管理者  川北 隆        

事 業 所 名 
さいたま市浦和区東部圏域 地域包括支援センター 

 スマイルハウス浦和 

説 明 者 氏 名  

 
 上記内容の説明を施設から確かに受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付を受けま
した。また、この文書が契約書の別紙（一部）となることについても同意します。施設 

利用者 
住 所 

 

氏 名  

 

代理人 
住 所 

 

氏 名  
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以下余白 
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（別 紙） 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務の実施方法等について 

 

１ 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務の実施方法について 

 （１）施設は、介護予防サービス・支援計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。 

  ① 利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族等への面接により利用者の生活機能や健

康状態、置かれている環境等の日常生活の状況を把握し、利用者が自立した日常生活を

営むことができるよう支援するため、課題の把握に努めます。 

  ② 利用する介護予防サービス等の選択にあたっては、当該地域における指定介護予防

サービス事業者等に関する情報を利用者またはその家族等に提供します。 

  ③ 施設は、利用者に対して介護予防サービス等の内容が特定の種類、及び特定の介護予防

サービス事業者等に不当に偏るような誘導または指示を行いません。 

  ④ 施設は、介護予防サービス・支援計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの提

供となるよう、介護予防サービス等の提供を行う事業所の担当者等から、専門的な見地

からの情報を求めます。 

  ⑤ 利用者及びその家族の意向を踏まえた具体的な目標を定め、目標を達成するために行

うべき支援の内容とその期間等を定めます。 

  ⑥ 介護予防の効果を最大限に発揮できるよう、利用者の意欲を高め、利用者による主体的

な取り組みを支援します。 

  ⑦ 利用者の自立の可能性を最大限に引き出すよう支援を行います。 

 （２）施設は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けたときその

他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況

に係る情報のうち認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤

師に提供します。 

 （３）施設は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望す

る場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めます。 

 （４）（３）の場合において担当職員は、介護予防サービス・支援計画を作成した際には、当

該介護予防サービス・支援計画を主治の医師等の求めに応じて交付します。 

（５）施設は、作成した介護予防サービス・支援計画の原案の、介護保険給付または介護予防・

日常生活支援総合事業の有無や利用料等の内容について、利用者またはその家族によるサー

ビスの選択に役立つように、利用者またはその家族に対して説明します。 

（６）施設は、利用者の介護予防サービス・支援計画の原案への同意を確認した後、原案に基

づく介護予防サービス・支援計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。 

（７）利用者は、施設が作成した介護予防サービス・支援計画の原案に同意しない場合には、

施設に対して介護予防サービス・支援計画の原案の再作成を依頼することができます 

 

２ サービス実施状況の把握、評価について 

（１）施設は、介護予防サービス・支援計画の作成後も、利用者またはその家族等、さらに介

護予防サービス事業者等と継続的に連絡をとり、介護予防サービス・支援計画の実施状況の

把握に努めるとともに、目標に沿った介護予防サービス等が提供されるよう介護予防サービ

ス事業者等との調整を行います。 

（２）施設は、介護予防サービス・支援計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の

状態を定期的に評価します。 
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（３）施設は、利用者が要介護状態となった場合には、利用者に居宅サービス計画を作成する

居宅介護支援事業所に関する情報を提供すると共に、利用者が選定した居宅介護支援事業者

に対して、利用者の同意を得た上で、利用者に関する情報を提供します。 

 

３ 介護予防サービス・支援計画の変更について 

施設が介護予防サービス・支援計画の変更が必要と判断した場合は、施設と利用者双方の合意

をもって介護予防サービス・支援計画の変更をこの介護予防支援業務の実施方法等の手順に

従って実施するものとします。 

 

４ 給付管理について 

施設は、介護予防サービス・支援計画の作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、

国民健康保険団体連合会に提出します。 

 

５ 要介護認定等の協力について 

（１）施設は、利用者の要支援認定の更新申請及び状態の変化に伴う区分変更の申請が円滑に

行われるよう必要な協力を行います。 

（２）施設は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わって

行います。 

 

６ 介護予防サービス・支援計画の情報提供について 

 利用者が他の介護予防支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の作成が円滑に引き継

げるよう、利用者の申し出により、介護予防サービス・支援計画等の情報の提供に誠意をもって

応じます。 

 

 


